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現  行 改正案 

Ⅱ－4－2－2 保険契約の募集上の留意点 

(1)・(2)(略) 

(3) 法第 294条の 2関係（意向の把握・確認義務） 

①～③（略） 

④ 意向把握・確認義務に係る体制整備関係 

ア.(略) 

イ． 意向確認に係る体制整備 

（ア）～（カ）(略) 

(キ)  意向確認書面の媒体等 

意向確認書面については、顧客における保存の必要性を

考慮し、原則として書面により交付することとされている

か。 

 

なお、必ずしも独立した書面とする必要はないが（申込

書と一体で作成することも可能と考えられる。）、他の書面

と同一の書面とする場合には、意向確認書面に該当する部

分を明確に区別して記載する必要があることに留意するこ

と。 

また、当該書面は保険会社又は保険募集人と顧客の双方

が確認するために交付される書面であることから、保険会

社又は保険募集人においても書面等を事後的に確認できる

方法により保存することとされているか。 

(注)  (略) 

(コ)～(サ）(略) 

(4)～(6)(略) 

(7) 法第 300 条第 1 項第 4 号関係 

Ⅱ－4－2－2 保険契約の募集上の留意点 

(1)・(2)(略) 

(3) 法第 294条の 2関係（意向の把握・確認義務） 

①～③（略） 

④ 意向把握・確認義務に係る体制整備関係 

ア.(略) 

イ． 意向確認に係る体制整備 

（ア）～（カ）(略) 

(キ)  意向確認書面の媒体等 

意向確認書面については、顧客における保存の必要性を

考慮し、書面（これに代替する電磁的方法を含む。以下、

Ⅱ-4-2-2(3)④ (キ)において同じ。）により交付することと

されているか。 

なお、必ずしも独立した書面とする必要はないが（申込

書と一体で作成することも可能と考えられる。）、他の書面

と同一の書面とする場合には、意向確認書面に該当する部

分を明確に区別して記載する必要があることに留意するこ

と。 

また、当該書面は保険会社又は保険募集人と顧客の双方

が確認するために交付される書面であることから、保険会

社又は保険募集人においても書面等を事後的に確認できる

方法により保存することとされているか。 

(注)  (略) 

(コ)～(サ)(略) 

(4)～(6)(略) 

 (7) 法第 300 条第 1 項第 4 号関係 
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現  行 改正案 

一定金額の金銭をいわゆる解約控除等として保険契約者が負

担することとなる場合があること、特別配当請求権その他の一

定期間の契約継続を条件に発生する配当に係る請求権を失うこ

ととなる場合があること、被保険者の健康状態の悪化等のため

新たな保険契約を締結できないこととなる場合があることな

ど、不利益となる事実を告げているか。 

また、顧客からの確認印を取り付ける等の方法により顧客が

不利益となる事実を了知した旨を十分確認しているか。 

(8)～(17)(略) 

 

Ⅱ－4－4 顧客保護等 

Ⅱ－4－4－1－2 法第 100 条の 2 に規定する業務運営に関する措

置等 

(1)～(9)(略) 

(10) 規則第 53条の７第１項に規定する措置に関し、生命保険及

び損害保険の契約について、保険契約者又は被保険者本人が、

所定の欄に署名又は記名押印することを確保するための方法を

含む社内規則等が適切に定められ、それに基づき業務が運営さ

れるための十分な体制が整備されているか。 

なお、本人以外の者に押印を行わせる場合には、社内規則等

に本人以外の者が押印を行える場合を限定して規定するととも

に、その場合における取扱いを規定しているか。 

(11)～(15)(略) 

 

Ⅲ－1－11 電子申請可能な申請書等を提出するに当たっての留意

点 

一定金額の金銭をいわゆる解約控除等として保険契約者が負

担することとなる場合があること、特別配当請求権その他の一

定期間の契約継続を条件に発生する配当に係る請求権を失うこ

ととなる場合があること、被保険者の健康状態の悪化等のため

新たな保険契約を締結できないこととなる場合があることな

ど、不利益となる事実を告げているか。 

また、顧客が不利益となる事実を了知した旨を十分確認して

いるか。 

(8)～(17)(略) 

 

Ⅱ－4－4 顧客保護等 

Ⅱ－4－4－1－2 法第 100 条の 2 に規定する業務運営に関する措

置等 

(1)～(9)(略) 

(10) 規則第 53条の７第１項に規定する措置に関し、生命保険及

び損害保険の契約について、保険契約者又は被保険者本人に対

し、当該契約内容への同意の記録を求める措置を確保するための

方法を含む社内規則等が適切に定められ、それに基づき業務が運

営されるための十分な体制が整備されているか。 

なお、本人以外の者に上記記録を行わせる場合には、社内規

則等に本人以外の者が当該記録を行える場合を限定して規定す

るとともに、その場合における取扱いを規定しているか。 

(11)～(15)(略) 

 

Ⅲ－1－11 書面・対面による手続きについての留意点 
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現  行 改正案 

(1) 電子政府の総合窓口 

金融庁がホームページにおいて掲載する電子政府の総合窓口

（以下「e-Gov」という。）を利用して申請書等の提出が可能な手

続については、原則として、e-Gov を利用して提出を求めること

とする。 

ただし、不祥事件等届出書については、保険会社が e-Gov での

対応が可能となるまでの暫定的な措置として、金融庁が運用する

金融庁業務支援統合システム（以下「統合システム」という。）に

より受け付けることも可とする。 

 

(2) 金融庁業務支援統合システム 

業務報告書、連結業務報告書（中間期にあっては中間業務報告

書、中間連結業務報告書）等については、原則として、統合シス

テムを利用して提出を求めることとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

保険会社等による当局への申請・届出等及び当局から保険会社

等に対し発出する処分通知等については、それぞれ情報通信技術

を活用した行政の推進等に関する法律（以下「デジタル手続法」

という。）第六条第一項及び第七条第一項の規定により、法令の

規定において書面等により行うことその他のその方法が規定さ

れている場合においても、当該法令の規定にかかわらず、電子情

報処理組織を使用する方法により行うことができることとされ

ている。 

こうしたデジタル手続法の趣旨を踏まえ、同法の適用対象とな

る手続きに係る本監督指針の規定についても、当該規定の書面・

対面に係る記載にかかわらず、電子情報処理組織を使用する方法

により行うことができるものとする。 

また、経済社会活動全般において、デジタライゼーションが飛

躍的に進展している中、政府全体として、書面・押印・対面手続

きを前提とした我が国の制度・慣行を見直し、実際に足を運ばな

くても手続きができるリモート社会の実現に向けた取組みを進

めている。 

金融庁としても、こうした取組みを着実に進めるため、保険会

社等から受け付ける申請・届出等について、全ての手続きについ

てオンラインでの提出を可能とするための金融庁電子申請・届出

システムを更改したほか、押印を廃止するための内閣府令及び監

督指針等の改正を行うこと等により、行政手続きの電子化を推進

してきた。 

更に、民間事業者間における手続についても、「金融業界にお

ける書面・押印・対面手続の見直しに向けた検討会」を開催し、

業界全体での慣行見直しを促すことにより、書面の電子化や押印
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現  行 改正案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(新設) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

の不要化、対面規制の見直しに取り組んできた。 

このような官民における取組みも踏まえ、本監督指針の書面・

対面に係る記載のうち、デジタル手続法の適用対象となる手続き

に係るもの以外についても、「Ⅲ－1－12 申請書等を提出するに

当たっての留意点」に掲げる原本送付を求める場合を除き、電子

情報処理組織を使用する方法その他の情報通信の技術を利用す

る方法により行うことができるものとする。 

以上のような取扱いとする趣旨に鑑み、本監督指針の規定に基

づく手続きについては、手続きの相手方の意向を考慮した上で、

可能な限り、書面・対面によらない方法により行うことを慫慂す

るものとする。 

 

Ⅲ－1－12 申請書等を提出するに当たっての留意点 

「Ⅲ－1－11 書面・対面による手続きについての留意点」を

踏まえ、保険会社等による当局への申請・届出等については、原

則として、以下(1)、(2)に掲げる方法により提出を求めることと

する。 

ただし、公的機関が発行する添付書類（住民票の写し、身分証

明書、戸籍謄本、税・手数料等の納付を証する書類等）について

は、原本送付を求めることとする。 

(1)金融庁電子申請・届出システム 

保険会社等による当局への申請・届出等のうち、(2)に掲げる

金融庁業務支援統合システム（以下「統合システム」という。）

を利用して提出を求める手続を除いては、原則として、金融庁電

子申請・届出システムを利用して法令に定める提出期限までに提

出を求めることとする。 
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現  行 改正案 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅲ－2－1 特定保険募集人の登録等事務 

(1)・(2)(略) 

(3)  廃業等の届出（法第 280条第 1項第 2号から第 6号関係） 

①～③（略） 

④  法第 308条第 2項の所属保険会社への通知は、廃業等届出を

受理し、内容を確認のうえで、代申会社等に行う。この場合、

代理申請書の写に受領印を押印することをもって行うことが

できることとする。 

(4)～(8)(略) 

 

Ⅳ－1－17 他人の生命の保険契約に係る被保険者同意の確認 

(1)  個人又は企業が保険契約者及び保険金受取人になり、保険契

約者以外の者あるいは役員や従業員を被保険者とする保険契約の

場合は、被保険者本人が署名又は記名押印することによる確認 

(2) 企業が保険契約者及び保険金受取人になり、従業員等全員を

被保険者とする保険契約（被保険者となることに同意しなかった

者を除く保険契約をいう。）のうち個人生命保険及び全員加入団体

定期を除く保険契約で、上記(1)によることが困難な場合は、以下

ただし、金融庁がホームページにおいて掲載する e-Govを利用

して申請書等の提出が可能な手続については、当面の間、金融庁

電子申請・届出システムを利用した提出と並行して、e-Gov を利

用した提出についても可能とする。 

(2)金融庁業務支援統合システム 

業務報告書（中間期にあっては中間業務報告書）については、

原則として、統合システムを利用して提出を求めることとする。 

 

Ⅲ－2－1 特定保険募集人の登録等事務 

(1)・(2)(略) 

(3)  廃業等の届出（法第 280条第 1項第 2号から第 6号関係） 

①～③（略） 

④  法第 308条第 2項の所属保険会社への通知は、廃業等届出を

受理し、内容を確認のうえで、代申会社等に行う。 

 

 

(4)～(8)(略) 

 

Ⅳ－1－17 他人の生命の保険契約に係る被保険者同意の確認 

(1)  個人又は企業が保険契約者及び保険金受取人になり、保険契

約者以外の者あるいは役員や従業員を被保険者とする保険契約の

場合は、被保険者本人が同意を記録することによる確認 

(2) 企業が保険契約者及び保険金受取人になり、従業員等全員を

被保険者とする保険契約（被保険者となることに同意しなかった

者を除く保険契約をいう。）のうち個人生命保険及び全員加入団体

定期を除く保険契約で、上記(1)によることが困難な場合は、以下
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現  行 改正案 

のいずれかを提出させることによる確認 

① ア．保険契約の目的となる災害補償規定等の書類及びイ．被

保険者となることに同意した者全員の署名又は記名押印のあ

る名簿 

② ア．保険契約の目的となる災害補償規定等の書類、イ．保険

契約者となるべき者が被保険者となるべき者全員に保険契約の

内容を通知した旨の確認書（保険契約者となるべき者及び被保険

者となるべき者の代表者の署名又は記名押印のあるものに限

る。）及びウ．被保険者となることに同意しなかった者の名簿 

 

③ ア．企業が死亡保険金受取人とする保険契約の内容が記載さ

れた災害補償規定等の書類、イ．災害補償規定等が労働基準法第

89 条の規定に基づき行政官庁に届け出たものであること及び同

法第 106条第 1項の規定に基づき被保険者となるべき者に対し、

災害補償規定等を周知した旨が記載された確認書（保険契約者と

なるべき者の署名又は記名押印のあるものに限る。）、並びに、ウ．

被保険者となることを同意しなかった者の名簿 

 

(3) 全員加入団体定期保険の場合は、保険契約者となるべき者か

ら以下のいずれかを提出させることによる確認 

① ア．保険契約の目的となる遺族補償規定等の書類及びイ．被

保険者となることに同意した者全員の署名又は記名押印のあ

る名簿 

② ア．保険契約の目的となる遺族補償規定等の書類、イ．保険

契約者となるべき者が被保険者となるべき者全員に保険契約

の内容を通知した旨の確認書（保険契約者となるべき者及び被

のいずれかによる確認 

① ア．保険契約の目的となる災害補償規定等の書類及びイ．被

保険者となる者全員による同意の記録 

 

② ア．保険契約の目的となる災害補償規定等の書類、イ．保険

契約者となるべき者が被保険者となるべき者全員に保険契約の

内容を通知した旨の確認の記録（保険契約者となるべき者本人

及び被保険者となるべき者の代表者本人による確認の記録があ

るものに限る。）及びウ．被保険者となることに同意しなかった

者の名簿 

③ ア．企業が死亡保険金受取人とする保険契約の内容が記載さ

れた災害補償規定等の書類、イ．災害補償規定等が労働基準法

第 89条の規定に基づき行政官庁に届け出たものであること及び

同法第 106 条第 1 項の規定に基づき被保険者となるべき者に対

し、災害補償規定等を周知した旨が記載された確認の記録（保

険契約者となるべき者本人による確認の記録があるものに限

る。）、並びに、ウ．被保険者となることを同意しなかった者の

名簿 

(3) 全員加入団体定期保険の場合は、保険契約者となるべき者か

らの以下のいずれかによる確認 

① ア．保険契約の目的となる遺族補償規定等の書類及びイ．被

保険者となる者全員による同意の記録 

 

② ア．保険契約の目的となる遺族補償規定等の書類、イ．保険

契約者となるべき者が被保険者となるべき者全員に保険契約

の内容を通知した旨の確認の記録（保険契約者となるべき者本
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現  行 改正案 

保険者となるべき者の代表者の署名又は記名押印のあるもの

に限る。）及びウ．被保険者となることに同意しなかった者の

名簿 

(4) 全員加入団体定期保険のうち「ヒューマン・ヴァリュー特約」

を付帯した保険契約の場合は、被保険者から個別に同意する旨の

書面に署名又は記名押印することによる確認又は上記(3)－①に

よる確認 

 

（別紙１） 

立入検査の基本的手続 

本基本手続は、モニタリングの過程において、金融庁及び金融庁

長官から委任を受けて財務局（福岡財務支局及び沖縄総合事務局を

含む。以下同じ。）が実施する法令に基づく立入検査（以下、「立入

検査」という。）に係る基本的な手続を示したものである。 

立入検査は、モニタリングを実施する上での一手段である。他方

で、立入検査は被検査金融機関（立入検査を受検する預金取扱等金

融機関、保険会社等の金融機関をいう。以下同じ。）に大きな負担

等をもたらすおそれがあり、被検査金融機関の理解と協力があって

実施できるものである。 

そのため、検査官及び被検査金融機関双方が、立入検査の実施手

続を理解し、適正なプロセスに則って、円滑かつ効果的な立入検査

を実施することが重要である。 

したがって、本基本手続について被検査金融機関に説明するととも

に、規定外の取扱いを行う際には、随時、被検査金融機関へ説明す

る等の配慮が必要である。 

上記を踏まえ、立入検査は、原則として、以下の手続に基づき実

人及び被保険者となるべき者の代表者本人による確認の記録

があるものに限る。）及びウ．被保険者となることに同意しな

かった者の名簿 

(4) 全員加入団体定期保険のうち「ヒューマン・ヴァリュー特約」

を付帯した保険契約の場合は、被保険者による個別の同意を記録

することによる確認又は上記(3)－①による確認 

 

 

（別紙１） 

立入検査の基本的手続 

本基本手続は、モニタリングの過程において、金融庁及び金融庁

長官から委任を受けて財務局（福岡財務支局及び沖縄総合事務局を

含む。以下同じ。）が実施する法令に基づく立入検査（以下、「立入

検査」という。）に係る基本的な手続を示したものである。 

立入検査は、モニタリングを実施する上での一手段である。他方

で、立入検査は被検査金融機関（立入検査を受検する預金取扱等金

融機関、保険会社等の金融機関をいう。以下同じ。）に大きな負担

等をもたらすおそれがあり、被検査金融機関の理解と協力があって

実施できるものである。 

そのため、検査官及び被検査金融機関双方が、立入検査の実施手

続を理解し、適正なプロセスに則って、円滑かつ効果的な立入検査

を実施することが重要である。 

したがって、本基本手続について被検査金融機関に説明するととも

に、規定外の取扱いを行う際には、随時、被検査金融機関へ説明す

る等の配慮が必要である。 

上記を踏まえ、立入検査は、原則として、以下の手続に基づき実
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現  行 改正案 

施する。 

 

 

 

 

 

施する。 

なお、本基本手続の書面・対面に係る記載については、電子情報

処理組織を使用する方法その他の情報通信の技術を利用する方法

により行うことができるものとする。 
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第一条 次に掲げる様式中「印」を削る。 

一 保険会社関係 別紙様式 67、68、69及び 74  

二 保険仲立人関係 別紙様式２、３、７、10、11、16、17、20、22及び 23 

  

第二条 保険仲立人関係 別紙様式 25中「印」及び「捺印」を削る。 

 

第三条 様式Ⅲ-2-1生保会社コード一覧を次のように改める。 

生保会社コード一覧 

① 生命保険会社 
     

会社名 コード 会社名 コード 会社名 コード 

日本 ＤＡ プルデンシャル ＤＹ 第一フロンティア ＥＸ 

ニッセイ・ウェルス ＤＤ ＳＢＩ ＤＺ かんぽ ＥＹ 

Ｔ＆Ｄﾌｨﾅﾝｼｬﾙ ＤＦ オリックス ＥＡ イオン・アリアンツ ＥＺ 

太陽 ＤＨ アクサ ＥＢ メットライフ ＦＣ 

第一 ＤＪ エヌエヌ ＥＣ アフラック ＦＴ 

大同 ＤＫ 三井住友海上あいおい ＥＤ チューリッヒ ＦＷ 

富国 ＤＯ フコクしんらい ＥＥ カーディフ ＦＸ 

朝日 ＤＰ 東京海上日動あんしん ＥＪ ライフネット ＪＡ 

ジブラルタ ＤＱ ＦＷＤ富士 ＥＮ アクサダイレクト ＪＢ 

明治安田 ＤＲ マニュライフ ＥＱ みどり ＪＣ 

大樹 ＤＳ ネオファースト ＥＲ 楽天 ＪＤ 

住友 ＤＴ 
ﾌﾟﾙﾃﾞﾝｼｬﾙ ｼﾞﾌﾞﾗﾙﾀ 

ﾌｧｲﾅﾝｼｬﾙ 
ＥＴ メディケア ＪＦ 

ソニー ＤＵ 三井住友海上プライマリー ＥＵ はなさく ＪＧ 

ＳＯＭＰＯひまわり ＤＷ クレディ・アグリコル ＥＷ なないろ ＪＨ 

 


